
社会復帰促進等事業の平成30年度予算執行状況（執行率が７０％未満の事業）
（※）一般競争入札（最低価格落札方式）を行った結果執行率が低調となったもの。

予算額（①）
（行政経費を除く）

決算額（②）
（行政経費を除

く）

執行率（％）
（②÷①×100）

14 16 Ｃ
長期家族介護者
に対する援護経
費

　要介護状態の重度被災労働者が業務外の
事由で死亡した場合に、長期にわたり介護
に当たってきた遺族に対して、遺族の生活の
激変を緩和し自立した生活への援助を行う
観点から、一時金100万円を支給する。

　予算額の算定基礎となった直近の執行実績に比
べ、請求件数が少なかったため、執行率が低調に
なった。

　実績を踏まえて所要の予算要求を行うとともに、制度
をわかりやすく紹介する資料を新たに作成の上、実施主
体である労働局に対し制度の再周知を行う。また、当該
制度の目的をより実現するため、事業の運営方法等を
検討し、必要な見直しを図ることとする。

37,000 22,000 59.5%
労働基準局
労災管理課

17 20 －
労災援護金等経
費

労災保険制度に打切補償制度が存在した時
期に打切補償費の支給を受けたために、労
働者災害補償保険法の規定による保険給付
を受けることができない被災労働者の援護を
図るため、療養に要した費用、入院・通院費
用、介護費用を支給する。

　平成30年度においては、入院通院等をする者がな
く、申請がなかったため執行率が低調となった。
　なお、平成28年度には４百万円を支給している。

　本事業は、けい肺及びせき髄損傷により労災認定を受
けた者のうち、昭和35年３月31日以前に打切補償を受け
たため、労災保険で療養を行うことができない者に対し
て行われるものであり、その対象者は非常に限定されて
いるが、現在でも対象となりうる者が十数名程度、生存
していることが見込まれることから、過去実績を踏まえた
上で、所要の予算要求を行う。

5,510 0 0.0%
労働基準局
補償課

（※） 20 23 B

安全衛生に関す
る優良企業を評
価・公表する制
度の推進

　企業等からの申請に基づき、安全衛生水
準の高い企業等を客観的な指標で評価・認
定し、公表すること等により、企業の安全衛
生へのより積極的な取組を促進するととも
に、安心して就職し、働ける良好な労働環境
が確保されている企業等の情報を求職者等
に共有する。

　一般競争入札（最低価格落札方式）を行った結
果、執行率が低調となった。
　これは、企業向けセミナーやアドバイザー育成セミ
ナーを同日開催としたこと、また、旅費や会場借料
等の出費を抑えたこと等によるものである。

　委託事業の開始から４年が経過し、制度の周知につい
ては一定の成果を得られたと考える。今後は、「大規模
店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援」事
業等のなかで、引き続き制度の周知を行っていくことと
し、本事業は令和元年度限りで廃止する。

21,689 10,501 48.4%
労働基準局
安全衛生部
計画課

21 25 A

安全衛生分野に
おける国際化へ
の的確な対応の
ための経費

　ＡＳＥＡＮ諸国及び日本、中国、韓国の政府
機関によるネットワークである「ＡＳＥＡＮ－Ｏ
ＳＨＮＥＴ＋３」や国際労働機関（ＩＬＯ)の開催
する国際会議、セミナー等に参加して、労働
安全衛生分野における的確な国際化への対
応を図る。

　中国政府内の組織改編が行われた影響で、中国
側でシンポジウムを責任を持って担当する体制が整
わなかったため、シンポジウムの開催を見送った。
その結果、当該シンポジウムに係る委託事業は執
行しておらず、執行率が低調となった。

　平成30年度においては相手国の事情によりシンポジウ
ムの開催ができなかったが、今後も継続して実施してい
く必要があることから、所要の予算要求を行う。
　なお、令和元年度の実施体制について、中国側と調整
を行った結果、中国側から責任を持ってシンポジウムを
担当する旨の連絡があったことから、当該部局と開催に
向けた調整を行っている。

3,561 0 0.0%
労働基準局
安全衛生部
計画課

24 28 B
職場における受
動喫煙対策事業

　病院、学校等の公共施設に比べ、職場で
の受動喫煙防止の取組が遅れている状況を
改善するため、中小企業事業者であって喫
煙室を設置する等の措置を実施する事業場
に対して費用の一部を国が助成する等によ
り、全国の事業場における取組を促進して労
働者の健康を確保する。

　改正健康増進法における喫煙室等の基準の策定
が遅れ、平成31年２月に公表されたことを受け、平
成30年度内の喫煙室等の設置を見送った事業者が
多かったと考えられる。それにより、助成金や測定
機器貸出しの件数が伸び悩んだことから執行率が
低調となった。

　喫煙室等の基準が公表されたことを受け、令和元年度
において事業者へ重点的な支援を行う。
　また、令和２年度においては、４月からの改正健康増
進法完全施行に対応するため、同法で義務付けられて
いる措置を助成対象から外し、より望ましい措置に限定
するなど、助成金による助成対象範囲を見直し、積極的
に受動喫煙対策に取り組む事業者に対する支援を講ず
るとともに、受動喫煙対策に当たって遵守すべき内容に
ついて引き続き周知啓発を図る。

2,879,507 369,804 12.8%
労働基準局
安全衛生部
労働衛生課

30年度の執行率を踏まえた令和２年度事業の見直し
平成30年度

30年度の執行率が低調であった理由30年度の事業概要 担当課

（単位：千円）

令和元年
度
PDCＡ
評価番号

30年度
PDCＡ
評価番号

30年度
評価 事業名

資料５



予算額（①）
（行政経費を除く）

決算額（②）
（行政経費を除

く）

執行率（％）
（②÷①×100）

30年度の執行率を踏まえた令和２年度事業の見直し
平成30年度

30年度の執行率が低調であった理由30年度の事業概要 担当課
令和元年
度
PDCＡ
評価番号

30年度
PDCＡ
評価番号

30年度
評価 事業名

27 34 A

長時間労働の是
正に向けた法規
制の執行強化等
の取組

長時間労働の可能性のある事業場等に対し
て過重労働の解消のためのセミナー等を実
施することにより、長時間労働の抑制、過重
労働の解消対策を推進する。

　「36協定未届事業場に対する相談支援事業」（36
協定の未届事業場に対して自主点検を実施し、希
望する事業者に対してセミナー及び個別訪問による
支援等を行う事業）について、①予算編成時にセミ
ナー等の希望事業者数の正確な見積もりが困難で
あったこと、②セミナー又は個別訪問等を希望する
事業者が見込みを大幅に下回ったことにより、執行
率が低調となった。

　30年度事業の実績を踏まえ、見積もりを見直すととも
に、他の事業との整理・統合等により事業の合理化を図
ることにより、効率的・効果的な事業運営を行うこととす
る。

1,168,004 512,019 43.8%
労働基準局
監督課

29 37 A
メンタルヘルス
対策等事業

　メンタルヘルス対策を推進するため、メンタ
ルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による
情報提供等を実施する。

　ポータルサイト上に公開されている「ストレスチェッ
ク実施プログラム」の改修費が抑えられたことや２ヶ
年度計画で実施していた事例研究が平成29年度内
で成果を上げたため、平成30年度は実施しなかった
こと等により、執行率が低調となった。

　左記の実施プログラムの改修費及び事例研究につい
ては、平成30年度限りの事業であり、令和元年度要求で
は、これらの予算を削減するとともに、その他の事業に
ついても、より効果的な事業運営が図られるよう、仕様
の見直し等を行った。
　令和２年度要求においても、仕様の見直し等を行い、
所要の予算要求を行う。

133,818 73,896 55.2%
労働基準局
安全衛生部
労働衛生課

（※） 43 52 A

労働基準行政関
係相談業務に係
るコールセン
ターの設置・運
営事業
（旧：労働条件・
安全衛生確保関
係相談業務の外
部委託化経費）

　対象労働基準監督署に入電した電話につ
いて、コールセンターで次の内容を一元的に
対応する。
①労働基準監督署に関する一般的な問い合
わせ
②法令・制度に係る一般的な問い合わせ
③労働基準監督署に対する苦情や意見
④個別事案等について該当労働基準監督署
への取り次ぎ

　一般競争入札（最低価格落札方式）を行った結
果、執行率が低調となった。
　これは、受託事業者が自社設備を活用すること
で、出費を抑えたこと等によるものである。

　令和元年度～令和５年度は、５年国債により実施して
いるため、５年国債最終年度以降において、これまでの
実績を精査し、所要の予算要求を行う。

797,919 366,642 45.9%
労働基準局
総務課

34 56 A
第三次産業労働
災害防止対策支
援事業

　業務上疾病のうち約６割を占める職場にお
ける腰痛災害を減少させるため、特に災害
の多い社会福祉施設を含む保健衛生業等に
おける腰痛防止対策を実施する。

　経営トップを対象とするセミナーを実施する委託事
業（安全管理セミナー事業）については、予定価格
等の問題で４回公示しており、４回目の公示での仕
様書では、当初は委託業者が謝金を支払い有識者
にセミナー講師となってもらうところ、本省職員をセミ
ナー講師とすることとし、予定価格自体が予算額を
大幅に下回ったため、執行額が低調となった。

　令和元年度の調達時にも、より効果的な事業となるよ
う、仕様の見直しを行ったところであるが、令和２年度事
業においても、引き続き、仕様の見直しを行うとともに、
外国人労働者や高年齢労働者の労働災害防止対策の
充実・強化が求められていることを踏まえ、所要の予算
要求を行う。

108,783 74,770 68.7%

労働基準局
安全衛生部

安全課・労働衛生
課

49
64-
1

B

過重労働の解消
及び仕事と生活
の調和の実現に
向けた働き方・
休み方の見直し

　労働時間等設定改善法に基づき、企業等
に対する支援事業を実施し、労使の自主的
取組を促進することにより、長時間労働の抑
制、年次有給休暇の取得促進等、労働時間
等の設定の改善に向けた取組を推進する。

　時間外労働上限設定コースについては、労働基
準法第36条第１項の協定で定める時間外労働時間
数を短縮することを促進させるという重要施策を
担っているものであるが、時間外労働の上限規制に
ついては、我が国の雇用の７割を担う中小企業へ
の適用が、令和２年４月１日からとされたことで、令
和元年度中に36協定を見直す企業が多いと考えら
れ、申請に対するインセンティブが働かなかったこと
等により、支給件数が見込みを下回り、執行率が低
調となった。

　時間外労働の上限規制の中小企業への適用が、令和
２年４月１日であることを踏まえ、要件の見直しを行う。ま
た、平成３０年度の実績を踏まえ、要求額の精査を行う。

4,729,132 1,979,948 41.9%

労働基準局労働
条件政策課

雇用環境・均等局
職業生活両立課



予算額（①）
（行政経費を除く）

決算額（②）
（行政経費を除

く）

執行率（％）
（②÷①×100）

30年度の執行率を踏まえた令和２年度事業の見直し
平成30年度

30年度の執行率が低調であった理由30年度の事業概要 担当課
令和元年
度
PDCＡ
評価番号

30年度
PDCＡ
評価番号

30年度
評価 事業名

50
64-
2

A

労働時間等の設
定改善の促進等
を通じた仕事と
生活の調和対策
の推進
（テレワーク普及
促進等対策）

　テレワーク・セミナー、テレワーク相談セン
ター及び訪問コンサルタント、助成金の支給
等を通じて、多様で柔軟な働き方の一つであ
るテレワークの普及促進を図る。

　サテライトオフィスモデル事業については、一般競
争入札等を行った結果、執行率が低調となった。
　これは、応札企業が、自社の保有施設をサテライ
トオフィスとして運営することで、借料等の経費を削
減できたこと等から、応札額が低くなったものであ
る。
　また、時間外労働等改善助成金（テレワークコー
ス）については、受給企業数は目標を上回ったもの
の、１社平均の受給額が見込みより低かったことか
ら執行率が低調となった。

　サテライトオフィスモデル事業については、令和元年度
をもって終了する予定である。
　また、時間外労働等改善助成金（テレワークコース）に
ついては、申請手続きの柔軟化や申請件数が低調な地
方での周知啓発の強化等の見直しを検討し、助成金の
一層の活用を図る。

517,116 274,799 53.1%
雇用環境・均等局
在宅労働課


